
早期景気観測調査 新潟商工会議所管内 ６月分 各業界からのコメント 

 

◎建設業 

・原材料高騰、物価高により経営が大変。経済政策を早急に望む。 

・省エネルギー投資促進支援事業費補助金、正月発生能登地震の影響による不具合処理依頼が数件

発生し、利益率は少ないが売上増になってくると予想される。メーカーより仕入れる機械本体の

価格上昇が目に余り、顧客先の設備投資控えが起こるのではないかと不安感が募る。機械更新の

営業話を切り出しづらい状況。 

・2024 年 4 月の上限規制スタートとコロナ禍収束・インバウンド事業再開・資材価格高騰、高止

まりを受けた建設民需の拡大とが相まって、限られた人材資源の健全かつ効率的な配置が事業運

営の重要なカギとなっている。 

・人材の確保のための経費が増え、負担が増えている。 

・来年度の新卒採用がうまくいっていない。若年層の中途採用も同様。就労者の年齢高齢化で技術

の継承がうまくいっていない。 

 

◎製造業 

・相変わらず人手不足は解消せず。そのうえ、定額減税の事務作業が煩わしい。円安が続き、輸入

原材料の値上がりが止まらない。大企業の高い賃上率で、零細企業は振り回される。そのうえ、

電気料金の補助金がなくなり、暑い夏を乗りきれるのか。 

・定額減税は事務所の仕事ばかり増えて何一つ得した気持ちにならない。給付金にした方がよほど

良かったと思う。コロナが明けてしばらく経つが、弊社の周りの食品業界も少しずつ動き出して

はいるそうだ。ただあまりにコロナが長すぎて完全に前と同じにはならないと思う。 

・建設業関連の人手不足や建設費高騰もあり、工事の先送りや中止が散見される。人件費の上昇が

採算に影響している。 

 

◎卸売業 

・業況は、２～30 年前と比べ勢いが感じられなくなっている。 

・６月に入って急に業況が悪化している。原因を調査中。ゴールデンウィークの反動か。首都圏中

心部の百貨店の催事に参加しているが、同様な状況である。 

・春先の気温の乱高下を受け、青果物の出荷不安定状態から一時、一部の品目で高騰したが県内産

の出荷のはじまりから価格も徐々に落ち着きを見せている。 

 

◎小売業 

・昨年の 6 月は例年にない天候不順の影響を受け、外作業を中心とする園芸・農業・建築資材関連

の販売が低調であった。今期においては高止まりする物価、6 月以降の電気料金の高騰への不安

感もあり、消費者の節約意識の高さが直近の販売動向から窺える。そのような中で、今期におい

ては堅調に推移している。野菜苗・種をはじめとする家庭菜園カテゴリーの販売が今後も期待で

き、6 月以降の気温の上昇により、除草剤や殺虫剤の販売が見込めるため、業況は好転傾向である

と予想している。 

・今年の 5 月の売上は悪いと思っていたが、昨年よりはかなり良くなっていた。一昨年と比べても

良くなっていた。ただし仕入原価が上がっている分、内容が良くなっている様には思えない。円

安がもう少し落ち着いてくれることを祈るだけ。 

 

◎サービス業 

・新潟駅リニューアルに伴い、駅周辺の商業施設等のサイン・装飾を見直す動きが見られる。直接



的な業務は無かったものの、間接的な効果が見られ今後に期待される。 

・北陸応援割第 2 弾が実施されることはプラスの影響となるが、どこまで周知されて活用する人が

いるかが不明のため、第 1 弾の時ほど期待はできない。また、定額減税も実施されることで、プ

ラスの影響が期待できるがエネルギーコストの補助がなくなる月と同じになるため、大きな期待

は出来ない。しかし、元々予約状況は好調に推移してきているため、好転の状況ではある。 

・物価高や賃金増加の影響はあるが価格転嫁が進んでおり好転に向かっている。ただ継続して価格

改定を行わないとまた厳しい状況に逆戻りしてしまう。 

・不謹慎ではあるが、能登地震による特需が継続しており今はどれだけ貯金できるのかが最大の課

題となっている。その反面、通常の業務は手が回らず実績を下げている。今後特需が無くなった

時にどれだけ通常業務を回復できるのかが、今期の業績に大きく関わってくる。万全なる準備を

行っていきたい。 

・4 月からトラック運転者の改善基準告示が適用され 2 ヶ月が経過したが、今のところ大きな問題

は発生していない。しかしながら大都市圏の人手不足が深刻となっており、解消の見込みが立っ

ていない。 

・業況としては著変なく推移しているが、今後の各種料金値上げや経済対策の動向を油断なく注視

している。2025 新卒採用に苦戦している。 

・エネルギー関連コストの上昇および人件費アップにより利益を圧迫している状況が続く。価格転

嫁を進めることが今後の経営課題である。 

・新年度から人流が止まったかのように売上が減少。夜間も引き時が早く、タクシー以外の交通機

関を利用して帰宅しているようだ。原材料等の物価高騰で賃金への転嫁が難しい。 


